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■関連する主な事業 （単位：千円）

太字：主要事業

③ 福利厚生費
11,840 各種検診及びストレスチェック等を実施し、職員の心身の健康維持に努めた。

また、職員互助会へ補助により、職員の福利厚生の充実を図った。10,329

③ 消防防災設備整備事業
8,085 各庁舎のトイレを洋式化・自動洗浄化するとともに、非接触型の自動水洗に改

修したことで、感染症流行時においても適切に業務を継続するための対策を講
じることができた。8,085

① 研修派遣費
920 自治大学校への職員派遣や市町村職員アカデミーへの職員派遣を行い、人

材育成を図った。859

① 行政情報化推進研修事業
2,362 情報インストラクターによる情報セキュリティ及びアプリケーション研修のほか、e

ラーニングによる研修を実施し、職員のデジタルリテラシー向上を図った。2,361

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 一般管理費（研修費）
990 課長級職員を対象にハラスメント研修等を実施し、階級に応じて必要とされる

知識や能力の習得に努めた。また、4件の資格取得の助成を行い、職員の自己
研鑽につなげた。875

目指す姿 職員が、個々の能力を生かせる組織体制のもと、柔軟な働き方を実践しています。

関連する分野別計画

基本施策に関連する
ＳＤＧｓのゴール

ＳＤＧｓ推進の考察

育児の責任分担と家事労働の認識・評価のため、男性職員の育児休業促進に取り組んだ。労働者の権利を保
護し、安心安全な労働環境を促進するため、勤務時間弾力化制度の活用やテレワークを推奨するとともに、有給
休暇取得促進や時間外勤務時間削減に取り組んだ。働きがいを高めるために人事評価制度の効果的な活用や
キャリア形成に資する研修機会の提供などを行い、職員が持つ能力発揮や資質向上に努めた。

令和４年度 施策評価シート

施策の大綱 ６．行政経営 評価担当者

基本施策 （１） 組織力の強化と働き方改革の推進 総務財政部長　原田　和伸
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■市民アンケート調査

■施策推進　[施策の方向]
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施策の方向 施策推進に関する考察

地方創生を推進する職員の能力の向
上と人材育成の強化

行政課題に的確に対応する組織体制
とマネジメント機能の強化

市役所働き方改革の推進

職階層や各所属で必要となるスキルや能力を養成するため、研修計画に基づく研修の受講を促
すとともに、人事交流等を通じた専門的知識の習得など人材育成を行った。

現在の組織・機構を検証した上で、重要かつ早急に対応しなければならない課題に対し、新たな
組織の編成や業務の組み替えを行い、機動的に対応できる組織とした。

職員のワーク・ライフ・バランスの実現に向け、テレワークの試行運用、オンライン会議の実施、勤
務時間弾力化制度の活用等を推奨するとともに制度定着に向け周知を行った。

今後の展開方針

職員の能力向上と人材育成については、研修をベースとして、求められる能力やスキルが発揮できる研修体系を構築するとともに習得すべきスキルの見える
化を図る。また。職員採用に当たっては、専門職を含め必要な人材の確保に努め、適切に配置していく。組織体系とマネジメント機能の強化については、求めら
れる行政ニーズを見極め機動的に対応し、迅速な課題解消やサービスの向上につなげる。また、新庁舎整備事業やリニア停車駅誘致の推進など、今後予定し
ている事業を確実に推進できる組織体制を構築する。さらに、職員個々の持つ能力を最大限発揮できる職場環境を整備するとともに、モチベーション向上につ
ながる人事評価を構築することで組織力の向上を目指す。市役所働き方改革の推進については、時間外勤務時間と年次有給休暇取得日数の目標値達成に
向け、管理職のマネジメント力強化や職員の適正配置に努めるとともに、職員の職場環境に応じた多様な働き方を推進する。

総合評価
地方創生を推進する職員の能力の向上と人材育成の強化については、各職種や階層、所属に必要とされるスキルや
知識を習得することができるよう、独自研修、階層別研修及び専門機関派遣研修を実施した。また、文化庁や三重県
など他機関や組織に職員を派遣することで、専門的で幅広い業務を経験し、地方創生を推進する人材の育成を図っ
た。人材育成の推進については、人材育成基本方針に基づき取り組んでいるが、職員一人ひとりがいつまでにどのよう
なスキルを習得すべきかについて、体系的に把握できていないという課題があることから、職員が受講する研修が、
キャリア形成につながるよう体系的に構築した上で、習得すべきスキルの見える化を図る必要がある。行政課題に的確
に対応する組織体制とマネジメント機能の強化については、喫緊の行政課題である、有害鳥獣等による被害防止や市
街地整備の推進に対応するため、新たな組織編成を行った。また、市の将来都市像や都市政策を検討・調整する理
事の配置や職員のストレス緩和や解消につなげるための相談窓口の設置など、組織マネジメント力の充実を図った。市
役所働き方改革の推進については、職員のワーク・ライフ・バランスの実現に向け、テレワークの実施、勤務時間の弾力
化制度の活用、休暇の取得促進、時間外勤務時間の削減などの取組を継続的に進めた。その中で、特に新型コロナ
ウイルス感染症に関する総合対策事業やマイナンバー対応など業務量の増加が、職員の勤務状況（時間外勤務時
間、年次有給休暇取得日数）に影響を及ぼすこととなった。
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まずまず進んだ

4
重要度
満足度
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重要度

市民アンケートの考察

1 市職員の資質や能力が高い
重要度 1.30

満足度

―

令和５年度の市民アンケートの結果を踏まえて、
次年度に考察します。

満足度 ▲ 0.04

2 公平・公正な市政運営が行われている
重要度 1.30
満足度 0.00

項目
現状値
[R2]

１次
[R5]

２次
[R6]

男性職員の育児休業取得割合 ％ 11.1 Ｒ２ 42.9 20.0

85.00

一人当たり有給休暇取得日数 日 12.8 Ｒ２ 12.2

人事評価制度における実績評価の評価点
合計（管理職平均）

点 77.92 Ｒ２ 78.51

15.0

指標 現状値
実績値

目標値
単位 R4 R5 R6 R7


